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ポイント
自治体やボランティア団体等が主催する災害ボランティアツアーにつ
いて、参加者が把握されているなど一定の条件を満たすものについて
は旅行業の登録を受けないで、ツアーを催行することが可能となり、発
災後の迅速な被災地の復旧支援が可能に（通知）

被災地のためにがんばりましょう！

円滑なボランティアツアーの実施により
速やかな被災地の復旧・復興に貢献！

円滑な支援を
行いたいのですが、
時間がかかりそうです

速やかな
対応が可能になります

主催者が事前に参加者名簿を作成し、自治体や
社会福祉協議会等に提出し、参加者の安全確保対策を行えば、
一定期間内において旅行業の登録をせずボランティアツアーを
実施することが可能となった

被災地のために
ボランティアツアーを
早期に実施したい！

 提
案

地域の声

解決策 参加者の把握等がされている
場合には旅行業の登録を不要に

災害発生時にボランティアツアーを
実施しようとする場合、主催者が
旅行業の登録を受けるか、または
旅行業者に委託する必要があった
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住民サービスの向上

●災害発生後、速やかに
自治体等が自らツアーを
催行することが可能になる

旅行業の登録を受けている
自治体や社会福祉協議会は
限られているため、ボランティアツアーの
迅速な実施が困難。また、小規模な
ボランティアツアーの場合、
引き受けてくれる旅行業者も少ない
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